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特定商取引に関する法律施行令の一部改正について（諮問） 
 

特定商取引に関する法律施行令（昭和５１年政令第２９５号）の改正につい

て、下記事項に関し御審議いただきたく、特定商取引に関する法律（昭和５１

年法律第５７号）第６４条第１項の規定に基づき諮問します。 

 

 

記 

 

 

 特定商取引に関する法律第２６条第１項第８号ニに規定する適用除外の対象

として政令で定められている特定権利の販売又は役務の提供に関し、別紙の業

務を規定するため、特定商取引に関する法律施行令別表第２（第５条、第５条

の２関係）の改正を行うことについて 

 

 

 

 
 
 



 
 

 

 
対象となる業務 

「新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して

金融の機能の強化及び安定の確保を図るための銀行法等の一部を改正する法

律」（令和３年法律第４６号）第３条による改正後の金融商品取引法（以下「改

正金商法」という。）に係る以下の業務 

 

○改正金商法第６３条の９第４項に規定する海外投資家等特例業務届出者が行

う同法第６３条の８第１項に規定する海外投資家等特例業務  

 

○改正金商法附則第３条の３第１項に規定する外国投資運用業者が行う同条第

５項に規定する移行期間特例業務 

以上 

 

別紙 


